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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第２部門第１区分
【発行日】平成25年2月28日(2013.2.28)

【公開番号】特開2011-101862(P2011-101862A)
【公開日】平成23年5月26日(2011.5.26)
【年通号数】公開・登録公報2011-021
【出願番号】特願2009-258230(P2009-258230)
【国際特許分類】
   Ｂ０１Ｊ  31/22     (2006.01)
   Ｃ０７Ｄ 213/06     (2006.01)
   Ｂ０１Ｊ  37/02     (2006.01)
   Ｃ０７Ｆ  15/00     (2006.01)
   Ｃ０７Ｆ   5/02     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｂ０１Ｊ  31/22    　　　Ａ
   Ｃ０７Ｄ 213/06    ＣＳＰ　
   Ｂ０１Ｊ  37/02    １０１Ｃ
   Ｃ０７Ｆ  15/00    　　　Ｃ
   Ｃ０７Ｆ  15/00    　　　Ｆ
   Ｃ０７Ｆ   5/02    　　　Ｆ

【手続補正書】
【提出日】平成24年11月9日(2012.11.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２２】
　本発明の異種金属多核錯体の化合物は、式：［Ｍ１ｐＭ２ｑＡａＤｂ］ｎ＋Ｘｎ

ｎ－（
Ｍ１、Ｍ２は各々異なる金属原子であり、Ａは２価の配位子でありＤは１価の配位子であ
り、Ｘｎ

ｎ－は対イオンであり、ｐ、ｑは１以上の整数で、ａ、ｂは各々偶数であり、ｎ
は１～３の整数である。）で示すことが出来る。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２４】
　また、前記の異種金属原子は２価の配位子（前記一般式ではＡで表される）、例えば２
価の窒素含有基、好適にはＮＲ２基（ＲはＨ又はアルキル基、例えばメチル基、エチル基
、プロピル基などである）などで架橋されていて、さらに、複数の金属は１価の配位子（
前記一般式ではＤで表される。）、例えば１価の窒素含有基、好適にはＮＲ’３〔Ｒ’は
Ｈ又はアルキル基、例えばメチル基、エチル基、プロピル基など又はピリジン基（化学式
中、Ｐｙで示される）である〕と結合されていることが好ましい。前記の２価の配位子と
して、特にはＮＨ２基を、１価の配位子として特にはＮＨ３基、ピリジン基を挙げること
ができる。
　また、前記のイオン性の異種金属多核錯体における金属原子の数は合計で２以上、好適
には２～１００、特に２～１０である。
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【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２５】
　本発明における異種金属多核錯体化合物の対イオンとしては、Ｂ［Ｃ６Ｈ３（ＣＦ３）

２］４
－、［Ｂ［Ｃ６Ｆ５）４

－、Ｙ－（Ｙはハロゲン原子である。）、ＯＨ－、ＡｌＣ
ｌ４

－、ＡｌＢｒ４
－、ＧａＣｌ４

－、ＰＦ６
－、ＡｓＦ６

－、ＳｂＣｌ６
－、ＳｂＦ６

－などが挙げられるが、製造時の有機溶媒への溶解性の高さからＢ［Ｃ６Ｈ３（ＣＦ５）

２］４
－、［Ｂ（Ｃ６Ｆ５）４

－が好ましい。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２７】
　本発明におけるイオン性の異種金属多核錯体化合物は、例えば、有機溶媒中、第１の金
属、たとえばＰｔと１価の配位子と２価の配位子とリチウムと対イオンとを有する第１の
金属化合物と、第２の金属、例えばＰｄとピリジン基と対イオンとを有する第２の金属化
合物とを接触させて、ピリジンおよびリチウムの対イオン化合物を除くことによって２種
の金属化合物を結合させることにより、第１の金属、第２の金属、１価の配位子と２価の
配位子および対イオンを有するイオン性の異種金属多核錯体化合物として得ることができ
る。この反応を順次続けることによって、または第１の金属化合物と第２の金属化合物と
の組み合わせを選択することによって、前記の式：［Ｍ１ｐＭ２ｑＡａＤｂ］ｎ＋Ｘｎ

ｎ

－における任意のｐ、ｑを有するイオン性の異種金属多核錯体を得ることができる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２９】
　本発明のイオン性の異種金属多核錯体の化学構造は、後述の実施例の欄に測定法につい
て詳細に記載される核磁気共鳴（以下、ＮＭＲと略記する。）分析による１Ｈチャート、
後述の実施例の欄に測定法について詳細に記載される質量分析（以下、ＭＳと略記する）
分析および元素分析から分子量および各配位子が、後述の実施例の欄に測定法について詳
細に記載される単結晶のＸ線構造解析に基いたＯＲＴＥＰ図から複数の異種金属原子を含
むカチオン（例えば、前記式：［Ｍ１ｐＭ２ｑＡａＤｂ］ｎ＋Ｘｎ

ｎ－からＸｎ
ｎ－が取

れた式：［Ｍ１ｐＭ２ｑＡａＤｂ］ｎ＋で示されるカチオン）が特定される。
　また、ＭＳチャートにより、イオン性錯体のｎ個の対イオンＸｎ

ｎ－の１個のＤが脱離
した１価のカチオン（式：［Ｍ１ｐＭ２ｑＡａＤｂ］ｎ＋Ｘｎ

（ｎ－１）－）のｍ／ｚ（
ｍはイオンの質量数を、ｚはイオンの価数を示す。）が特定される。
　これらの分析結果から、イオン性の異種金属多核錯体の化学構造が明らかになる。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３１】
　そして、前記の３核イオン性の異種金属多核錯体（前記式からＸｎ－が取れた式：［Ｍ
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１ｐＭ２ｑＡａＤｂ］ｎ＋で示される）の一例のＯＲＴＥＰを示す図１から、前記のイオ
ン性の異種金属多核錯体は１個のＰｄ原子と２個のＰｔ原子とが同一平面に配置されてい
ることがわかる。
　これらの結果から、本発明の実施態様であるイオン性の異種金属多核錯体は、各々前記
の化学構造を有することを確認することができる。
【手続補正７】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項５】
　異種金属多核錯体の対イオンがＢ（Ｃ６Ｆ５）４

－、Ｙ－（Ｙはハロゲン原子である。
）又はＯＨ－で示される請求項１～４のいずれか１項に記載の異種金属多核錯体。
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